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２０２０年５月号 
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とりまとめたものです。 
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主要ニュース【５月末時点の新型コロナウィルス感染者数は，１９，２５７名】 

【内政】 ●１４日に緊急事態が終了し警戒事態に移行。警戒事態を導入するための法律第５５号が発布された。 

●警戒事態期間中の具体的な措置が，国家緊急事態委員会決定や政府決定，各種大臣令等により定めら

れた。警戒事態に移行するための法整備が緊急事態終了までに整わなかったことにより，野党から

の批判が相次いだ。 

●政府決定第３９４号により，ルーマニアは５月１８日より３０日間の警戒事態が敷かれている。警戒

期間中は，室内等におけるマスクの着用義務が発生。 

●６月１日から，政府決定第４３４号により，レストランのテラス席やビーチの解禁等の規制緩和措置

がとられている。 

【外政】 ●シーヤールトー・ハンガリー外務貿易大臣がルーマニアを訪問，アウレスク外務大臣及びフノール・

ハンガリー人民主同盟（ＵＤＭＲ）党首とそれぞれ会談を行った。 

●アウレスク外務大臣は、ザッカーマン駐ルーマニア米大使と会談を行った。主な議題は，米のオープ

ンスカイズ条約離脱表明，COVID-19パンデミック，モルドバ共和国情勢，査証免除プログラム，ル

ーマニアのＯＥＣＤ加盟，三海協力イニシアティブ、これらに係る両国間協力等。 

●渡航規制措置緩和につき協議する，ブルガリア，セルビア，ギリシャとの四ヵ国間会合が開催された。 

【経済】●緊急事態令発令以降５月２８日までに，雇用契約終了約４３万件，雇用契約一時停止約６０万件記録。 

●２０２０年第１四半期、昨年同期比で、ルーマニアはＥＵ２７か国中最も高い経済成長を遂げた。 

ＧＤＰ成長率（季節調整後）は，ユーロ圏▲３．２％、ＥＵ▲２．６％，ルーマニア２．７％。 

●２０２０年４月末の財政赤字は約２６８億２，０３０万レイ（対ＧＤＰ比２．４８％）であった。 

●４月３０日時点での欧州基金（２０１４～２０２０年）執行率は４０％（約１２０億９，１６６万ユ

ーロ）で，ＥＵ２８か国平均の４４％執行率を下回った。 

内政 

■ 新型コロナウィルス関連(感染状況の推移，感染

者数多数発生地域等) 

・５月１日時点の新型コロナウイルス感染者数は，合

計１２，５６７名。前日からの増加数は３２７名。集

中治療を受けている患者は２４９名。死亡者数は，合

計７２６名。感染者の中で治癒した者は４，３２８名。 

・４日，オルバン首相は，会見において，ルーマニア

の検査能力は，６０のセンターで一日１１，０００件

に達しており，今後一日１５，０００件を目指してい

ると述べた。 

・９日の感染者数は，１万５千名を越え，累積で１５，

１３１名となった。前日同時刻からの増加数は３２０

名。死亡者数は，合計９２６名。感染者の中で治癒し

た者は６，９１２名。 

・１０日，ネアムツ県の障害者センターが，新たな感

染者多数発生ポイントになっている。１００名の患者

と６７名の従業員が感染している。ネアムツ県の感染

者数は７６１名となっている。 

・３１日時点のルーマニア国内での新型コロナウイル

ス感染者数は，累積で１９，２５７名，前日からの増

加は１２４名。集中治療を受けている患者は１６０名。

死亡者数は，合計１，２６２名。感染者で治癒した者

は１３，２５６名。全国で，２，３３０名が施設隔離，
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９５，４５６名が自主隔離の下にある。全国で，これ

までに延べ約４３．９万件の検査が行われた。 

 

■ 緊急事態期間の罰金に関する憲法裁判所の違憲

判決 

・６日，憲法裁判所は，緊急事態期間の規則遵守違反

に対して２千から２万レイの罰金を規定した緊急政令

の条項が，憲法違反であるとの判断を示した。 

・７日，ヨハニス大統領は，会見において，罰金は新

型コロナウィルスの感染拡大を防ぐ役割を果たし，こ

れがなければさらに多くの死者が出ていたであろうと

の考えを示した。緊急事態開始以降，これまでに３０

万件以上，６億レイ（１．２億ユーロ）の罰金が徴収

されている。 

 

■ 警戒事態導入のための法律第５５号 

・１１日，政府は議会に警戒事態を導入するための措

置法案を提出。法案は，ＰＳＤの提案により多くの修

正が加えられた上で，５月１２日，上院において賛成

１１１票，反対８票，棄権１５票で可決された。 

・１３日，法案は，決定権を持つ下院で審議及び採決

が行われ，賛成２５８票，反対２６票，棄権４票で可

決された。法案に賛成票を投じたのは，社会民主党（Ｐ

ＳＤ），国民自由党（ＰＮＬ），ルーマニア救出同盟（Ｕ

ＳＲ），ハンガリー人民主同盟（ＵＤＭＲ），国民運動

党（ＰＭＰ），少数民族グループの議員，反対票を投じ

たのは，自由民主主義同盟（ＡＬＤＥ），プロ・ルーマ

ニアの議員であった。憲法に規定された手続き上，法

律は，議会での成立後，大統領による公布までに，憲

法裁判所に違憲の訴えを起こすことができる期間とし

て（緊急審議法案の場合は）２日間の期間をおかなく

てはいけないことになっている。また法律が大統領に

よる公布と官報への掲載を経て発効するのは，官報へ

の掲載から３日後となる。このため，法律の発効は，

緊急事態が終了してから３日後の５月１８日となる。 

・１４日，ヨハニス大統領は，会見において，「警戒事

態でとられる措置はすべて有効である。新たな法律が

有効になるのは月曜日なので３日間だけ規制がないと

無責任な政治家が主張しているが，まったく誤りであ

る。我々には有効な法的枠組みがあり，この三日間も，

健康を守るためのすべての規則を守らなくてはいけな

い。」と述べた。 

・１５日，法律が大統領により発布された。 

・１８日，法律が発効した。 

【ＣＯＶＩＤ－１９感染症の予防とその影響との闘

いのための２０２０年５月１５日法律第５５号】 

（主要な点。詳細は当館ＨＰを参照） 

・警戒事態は３０日間を越えて宣言することはできな

い。必要があれば何回でも延長できるが，３０日を越

えて延長できない。 

・警戒事態期間中は，レストラン，ホテル，モーテル，

ペンション，カフェやその他の公共の場所における，

飲食物の提供が停止されうる。 

・警戒事態期間中は，モールの営業が停止されうる。

電化製品の販売，モールの外側から直接アクセスがあ

る店舗，食料品店，薬局，歯科，クリーニング店，床

屋・美容室，眼鏡店を除く。 

・警戒事態期間中の，公共の室内，商業施設，公共交

通手段，職場におけるマスクの着用義務，公共機関や

すべての企業が，従業員のトリアージュを行い，勤務

前に手の消毒をさせる義務の導入。 

・警戒事態期間中は，警戒事態の原因を解決するため

の物品の市場における確保に問題がある場合に限り，

価格の上限を定めることができる。 

・５０人以上の従業員を擁する雇用者は，従業員間で

出勤時刻が１時間ずつ最大３時間ずれるように，勤務

時間を変更することができる。 

・期間中の措置に違反した場合の罰金を設定。 

・政府決定や大臣令により，具体的な措置が定められ

る。 

 

■ 警戒事態導入に関する憲法裁判所の判決 

・１３日，憲法裁判所は，警戒事態を規定した２００

４年の緊急政令第２１号の条項が違憲であるとするオ

ンブズマンの訴えについて，緊急政令の条文自体は「合

憲」としつつ，人権と自由の具体的な規制は，法律に

基づいて行われる必要がある、との判断を示した。 

  

■ 警戒事態導入に関する国家緊急事態委員会の決

定（第２４号） 

・１４日，ヴェラ内務大臣は，緊急事態の運営と市民

保護に関する緊急政令（２０２０年緊急政令第６８

号）を発出したことを発表した。この緊急政令は，２

００４年緊急政令第２１号等を変更するものであり，
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この中には，警戒事態の定義，宣言，延長，停止にか

かるメカニズムが規定されている。また，国家緊急事

態委員会（ＣＮＳＵ）の創設と，その委員長を首相と

し，副委員長を内務大臣，公共事業大臣，緊急事態総

局長とすること等を定めている。 

・１４日夜，内務省において，オルバン首相を長とす

る国家緊急事態委員会（ＣＮＳＵ）の会合が開催され，

同日深夜，「新型コロナウィルス感染症予防と制御のた

めの措置と全国的な警戒事態導入に関する２０２０年

５月１４日決定第２４号」が発表された。これにより

ルーマニアは，１５日より３０日間，警戒事態期間と

なることが定められた。警戒事態期間には，商業施設

や職場等におけるマスク着用が義務づけられる他，テ

ラスも含めたレストランの引き続きの閉鎖，一部を除

くモールの引き続きの閉鎖，主要国との航空便停止措

置の延長，すべての外国から来た人の自宅における隔

離措置等がとられる。 

 

■ 警戒事態導入に関する政府決定（第３９４号） 

・１８日，国家緊急事態委員会（ＣＮＳＵ）の会合と

それに引き続いた閣議が開催され，新たな政府決定「警

戒事態宣言と，警戒事態期間中に，ＣＯＶＩＤ－１９

感染症の予防とその影響との闘いのために適用される

措置に関する政府決定第３９４号」を承認した。オル

バン首相の閣議における発言によれば，この決定は，

これまでの（５月１５日から開始していた）「警戒事態」

から，「最大限の警戒事態」に移行するためのもの。５

月１４日に発出された政府決定は２００４年緊急政令

第２１号を基盤としていたが，その後１８日より新た

な「法律第５５号」が発効したことから，改めてこの

法律を基礎とした決定が承認された。 

・この政府決定により，１８日から３０日間，ルーマ

ニア全国において警戒事態が敷かれる。この決定は，

「法律第５５号」の定める各条項等に基づき，警戒事

態期間中の具体的な各措置を定めるもので，措置の内

容は，５月１４日に発出された国家緊急事態委員会の

決定第２４号と同様。その上で，この決定は，警戒事

態期間中の各規則に違反した場合は，法律第５５号に

沿って罰金が化されることを明記している。この決定

により，決定第２４号（警戒事態宣言）は効力を失っ

た。 

・２０日，議会は，５月１８日から３０日間警戒事態

を導入するための政府決定第３９４号の承認の採決を

行い，賛成３７２票，反対３７票，棄権６票でこれを

承認した。 

【ＣＯＶＩＤ－１９パンデミックの影響を防止しこ

れに対抗するための警戒措置の宣言及びその期間中

に適用する措置に関する２０２０年５月１８日決定

第３９４号】 

（主要な点：主に添付２及び添付３。詳細は当館ＨＰ

を参照） 

・保健大臣及び内務大臣の共同指令に基づくマスクの

着用義務 

・外国からルーマニアに到着するすべての人の自宅隔

離措置 

・屋外における集会，デモ行動，行進，コンサート等，

屋内における文化，芸術，宗教，スポーツ等行事の禁

止 

・サイクリング，ウォーキング，ジョギング，登山，

釣り等の最大３人までの人数が参加するものを除く屋

外で行われる個人的なリクレーション・スポーツの禁

止 

・最大８人までで社会的距離の規則に従って行われる

行事を除き屋内で行われる私的行事への参加の禁止 

・いくつかの例外を除き，居住する市町村外への外出

の原則的な禁止 

・オーストリア，ベルギー，スイス，仏，独，イラン，

伊，英，蘭，西，米，トルコとの商用航空便の停止 

・伊，西，仏，独，オーストリア，ベルギー，スイス，

英，蘭，トルコとの国際路面旅客輸送の停止 

・国境地点の一部又は全部の閉鎖 

・レストラン，ホテル，カフェ等における飲食物の提

供の停止 

・いくつかの例外を除くモールの活動停止 

・美容サロン，ホテルの営業は経済大臣及び保健大臣

の共同指令に従い実施される。 

 

■ 警戒事態導入に関する法整備を巡る野党からの

批判 

・１４日，カザンチウク上院暫定議長は，警戒事態を

導入するためのフレームワークを策定した政府の緊急

政令第６８号は，緊急事態終了直前の２０分前に策定

され，内容も違憲であると述べた。この他，ＵＳＲ，

ＡＬＤＥ，ＵＤＭＲ等からも，政府が警戒事態導入に



 

ルーマニア月報 

 
- 4 -

あたり間に合うように法的整備を行わなかったことに

つき，批判の声が上がった。 

・１８日，チョラク下院議長は，オルバン首相が，緊

急事態終了を前に迅速に警戒事態導入のための法案を

議会に送らなかったことで，警戒事態が終了し法律が

発効するまで空白の３日間が生まれ，国民を危険に陥

れたとして非難した。 

 

■ 警戒事態措置の緩和に関する政府決定（第４３４

号） 

・２８日，特別緊急事態委員会は，６月１日以降の規

制緩和措置を決定第２６号として発表した。またこれ

を受け，同日，警戒事態に関する諸措置を定めた第３

９４号を変更する形で，政府決定第４３４号が承認さ

れた。 

【ＣＯＶＩＤ－１９パンデミックの影響を防止しこ

れに対抗するための警戒措置の宣言及びその期間中

に適用する措置に関する２０２０年政府決定第３９

４号添付３の改正及び補足に関する２０２０年５月

２８日政府決定第４３４号】 

（主要な点。詳細は当館ＨＰを参照） 

・屋内外の観客なしのスポーツ競技の解禁。 

・レストラン等のテラス席の一定の条件下での解禁。 

・ドライブインタイプのイベントや，屋外の５００人

までのショーやコンサート等の一定の条件下での解禁 

・ビーチの解禁 

・国際路面輸送，鉄道輸送の解禁 

 

■ 新型コロナウィルス関連（警戒事態にかかる法律，

委員会及び政府決定以外の措置） 

・３日，ブザウ県ポシュタ(Posta)市が，１４日間の封

鎖隔離の下におかれた。ポシュタ市の人口は約２００

０人。同市では１９人の患者が出ている模様。 

・１１日，軍事令第１１号が発表された。軍事令第１

１号の内容は，スペインとの商用航空便の停止措置を

５月１４日まで延長，ヤロミツァ県ツァンダレイ町の

隔離措置の解除を含む。 

・１３日，軍事令第１２号が発表された。軍事令第１

２号の内容は，スチャヴァと周辺の８つの村の封鎖を

解除するもの。 

・１５日，職場における感染予防措置の詳細等を定め

た労働大臣と保健大臣の合同令，交通機関における感

染予防措置等の詳細を定めた運輸大臣と保健大臣の

合同令等が発出された。 

・２１日，政府は，２３０万人に５０枚ずつのマスク

を無料配布するための緊急政令を発出した。対象は，

低所得者層，月７０４レイ以下の年金受給者，障害者。 

・２４日，ガラツィ県トフレア（Toflea）村とブラハ

セシュティ（Brahasesti）村が，隔離措置下に置かれ

た。両村において，４２名の感染者が出たことを受け

たもの。両村の人口は合わせて９０００名。 

・２９日，６月１日からの規制緩和に関連し，青年ス

ポーツ大臣と保健大臣の合同令，経済・エネルギー・

ビジネス環境大臣と保健大臣の合同令，文化大臣と保

健大臣の合同令等が相次いで発出された。 

 

■ 新型コロナウィルス関連（大統領の会見） 

・４日，ヨハニス大統領は，会見を行い，緊急事態期

間を５月１４日までで終了し，延長しないこと，１５

日からは警戒事態の措置をとるとする決定を発表した。 

・１４日，ヨハニス大統領は会見を行い，５月１５日

からは警戒事態に入ると述べた。大統領は，３月１６

日からの２ヶ月間の緊急事態期間を振り返り，困難な

時を乗り切った国民の多大な犠牲と努力に感謝し，今

後の引き続きの結束を呼びかけた。また，感染者が少

ない段階で緊急事態を宣言し，町の封鎖，交通の規制，

学校の停止，レストランの停止等厳しい措置を施した

ことが医療崩壊を防ぎ感染者や死者の拡大を防いだ，

ほとんど備蓄がなかった防護服や消毒薬の迅速な調達

や検査数の拡大も功を奏したと述べた。また，翌日か

らの警戒事態については，国家特別緊急事態委員会が

警戒事態を宣言しすべての規則が導入されるとして，

新法が有効となる前の３日間も規制を守るよう，国民

に呼びかけた。また，警戒事態において感染状況が悪

化する場合には，また緊急事態宣言を行うことも辞さ

ないと述べた。 

・１９日，ヨハニス大統領は会見を行い，いまだにウ

ィルスの感染拡大があるとして，国民に対し，改めて

衛生予防に関する規則を遵守し，緊急事態の２ヶ月間

に支払われた多大な犠牲と努力の結果を無駄にしない

よう呼びかけた。また，ヨハニス大統領は，政府が必

死でコロナと戦っている間に，ＰＳＤは内閣不信任案

の提出を画策しているとして，無責任の極みであると

非難した。他方，同大統領は，この期間に，社会保障
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分野等で行政のデジタル化が進んだことを評価し，ま

た，今後の経済復興においては，インフラ，保健など

の分野で大規模投資が必要との見方を示した。 

・２７日，ヨハニス大統領は会見を行い，テラスの開

放やビーチの開放等，６月１日以降の規制緩和措置に

ついての発表を行った。 

 

 ■ 新型コロナウィルス関連その他情報（他国との

関係等） 

・４日，オルバン首相は，記者会見の中で，２月２３

日以降，１２８．９万人のルーマニア人が在外から帰

国し，その多くは，伊，西，独，仏，英からの帰国者

だったと述べた。同首相は，帰国者の隔離措置は当初

は少し遅延したが，何十万人の帰国者の自主隔離を実

施したことにより感染の拡大を防ぐことができた，と

述べた。 

・６日，ブカレストのヴィクトリア広場において，オ

ルバン首相，タタル保健大臣，アラファト内務次官等

が参加して，モルドバ共和国への支援物資の出発式が

行われた。５０万枚のＦＦＰ２マスク，２５０００着

の防護服，その他マスク，防護眼鏡，医薬品や消毒液

等からなる，総額１６５０万レイの支援物資が，国防

省と緊急事態総局のトラック２０台によりモルドバ共

和国に輸送された。 

・９日，ルーマニア国鉄（ＣＦＲ）は，オーストリア

のＯＢＢ鉄道と協力し，５月１０日及び５月１３日，

オーストリアで働くルーマニア人季節労働者用の最初

の電車をティミショアラからウィーンまで運行するこ

とを発表。 

・１７日，緊急事態期間の終了を受け，帰国した人た

ちの検疫施設における隔離措置が解除され自主隔離の

対象となったたことから，ハンガリーとの国境地点

Nadlac及びNadlac2はそれぞれ入国が２５０分から４

８０分以上待ちとなった。Nadlacの国境地点は徒歩で

国境を越える人たちでごった返し，社会的距離が確保

されていなあった。入国した人の数は，５月１１日～

１４日は１１０００～１３１００人，５月１５日は１

６，０００人。 

 

■ セーケイランドを巡る行政関連法 

・４日，ヨハニス大統領は，会見の中で，ＵＤＭＲが

提出した新たな行政関連法が，議会上院において無投

票のまま可決されていたとして，ＰＳＤを非難する発

言を行った。この行政関連法は，行政機関においてハ

ンガリー語やセーケイランドの旗の掲揚を義務づける

ものであるとされている。４月末には，これとは別の

「セーケイランド法案」が議会下院で無投票で可決さ

れていたことが議論を呼び，ハンガリーとルーマニア

の要人の発言やプレスリリースによる応酬にまで発展

していた。 

・法案は，６日，議会下院において廃案にされた。 

 

■ 国内政治 

・５日，欧州人権裁判所（ＥＣＨＲ）は，キョヴェシ

前国家汚職対策局（ＤＮＡ）長官（現欧州検察庁長官）

が，自らのＤＮＡ長官職からの解任が不当なものであ

ったとしてルーマニア政府を相手に起こしていた訴え

を認め，同氏がＤＮＡ長官職の解任に追い込まれたこ

とは，欧州人権条約の侵害にあたるという判断を示し

た。これを受け，ヨハニス大統領は，憲法裁判所は，

本件のみならず他の政治的な決定についても見直しを

すべきだと述べた。また，オルバン首相は，憲法裁判

所の機能や構成に着き見直しが必要との考えを示した。 

・７日，オルバン首相は，地方選挙の日程は９月末か

ら１０月くらいが良いとの考えを示した。 

・１０日，チョラクＰＳＤ暫定党首は，２８からなる

同党の経済復興政策を発表する会見を行った。チョラ

ク党首は，発表の途中で体調を崩し，会見は中断され

た。 

・１３日，議会下院において，クツ財務大臣に大する

不信任案が可決された。賛成１６６票，反対９４票，

棄権２８票。 

・２５日，チョラクＰＳＤ暫定党首は，警戒事態終了

後に党大会を実施するべきであると述べ，また自らが

党首に立候補する考えを示した。 

・２８日，ポンタ元首相は，２０２４年の大統領選挙

への立候補を表明した。 

・３０日，首相府は，プレスリリースを発出し，オル

バン首相が室内における喫煙及びマスクの着用義務違

反に対する３０００レイの罰金を，電子システムを通

じて支払ったことを明らかにした。右罰金は，オルバ

ン首相及び閣僚等が室内でマスクを着用せずに喫煙し

ていた写真がリークされたことを受けたもの。また，

ブカレスト警察は，同じくマスクを（正しく）着用し
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ていない，あるいは室内で喫煙をしていたことを理由

に，アウレスク外相，ボデ運輸大臣，ポペスク経済大

臣，トゥルカン副首相にそれぞれ罰金を科したことを

発表した。 

 

■ 世論調査 

・ＩＭＡＳによる支持政党調査（ラジオ・ヨーロッパ

ＦＭの依頼により４月６-２４日，１，０１０名を対象

に実施） 

 国民自由党（ＰＮＬ）       ３３．０％ 

 社会民主党（ＰＳＤ）       ２４．８％ 

 ルーマニア救出同盟（ＵＳＲ）   １０．８％ 

 プロ・ルーマニア          ８．２％ 

 ハンガリー人民主同盟（ＵＤＭＲ）  ５．５％ 

 自由統一連携党（ＰＬＵＳ）     ５．１％ 

 自由民主主義同盟（ＡＬＤＥ）    ４．４％ 

 国民運動党（ＰＭＰ）        ３．４％ 

   

・ＢＣＳによる支持政党調査（National Committee of 

Romanian American Republicansの財政的支援により，

５月１-７日，１，５４５名を対象に実施） 

 ＰＮＬ              ３２．７％ 

 ＰＳＤ              ２５．３％ 

 ＵＳＲ・ＰＬＵＳ（自由統一連携党）１９．８％ 

 ＵＤＭＲ              ５．９％ 

 ＰＭＰ               ５．２％ 

 プロ・ルーマニア          １．７％ 

ＡＬＤＥ               １．０％ 

  

・ＣＵＲＳによる支持政党調査（５月４-１４日，９８

６名を対象に実施） 

 ＰＮＬ               ３２％ 

 ＰＳＤ               ２９％ 

 ＵＳＲ・ＰＬＵＳ          １３％ 

 プロ・ルーマニア           ６％ 

ＡＬＤＥ                ５％ 

ＰＭＰ                 ５％ 

ＵＤＭＲ                ５％ 

その他                ５％ 

 

・ＩＮＳＣＯＰによる支持政党調査（プロ・ルーマニ

アの依頼により５月１５-２０日，１，１３２名を対象

に実施） 

 ＰＮＬ             ３８．５％ 

 ＰＳＤ             ２５．８％ 

 ＵＳＲ・ＰＬＵＳ        １０．２％ 

 プロ・ルーマニア         ９．４％ 

 ＵＤＭＲ             ６．０％ 

 ＡＬＤＥ             ３．６％ 

 ＰＭＰ              ３．５％ 

 

・ＩＲＥＳによる警戒事態に関する世論調査（５月１

３－１４日，１，０２７名を対象に実施） 

（このウィルスは，信じられているほどに危険なもの

だと思うか） 

信じられているより危険だ       ２０％ 

信じられている程度に危険だ      ２６％ 

信じられているほど危険ではない    ４９％ 

分からない・無回答           ４％ 

（当局はパンデミックの重さを誇張したという人がい

るが，あなたはどう思うか） 

パンデミックの重大さが誇張された    ４９％ 

パンデミックの重大さは誇張されていない ４９％ 

分からない・無回答           ２％ 

（ルーマニア政府がこの危機にあたり，重要な情報を

どの程度隠していたと思うか） 

非常に多くを隠していた        １４％ 

結構隠していた            ３５％ 

少し隠していた            ３４％ 

ほとんど，あるいは全く隠していない  １３％ 

分からない・無回答           ４％ 

（ＣＯＶＩＤ－１９のような予測のできない危機がま

た起きた場合，安全のために再び権利や自由をあきら

める用意があるか） 

はい   ８０％ 

いいえ  ２０％ 

（ＣＯＶＩＤ－１９の免疫パスポートを取得するため

に検査を受けたいと思うか。） 

はい   ６１％ 

いいえ  ３７％ 

分からない・無回答   ２％ 

（ＣＯＶＩＤ－１９ワクチンが公認されたら接種する

気はあるか） 

接種する気がある   ４４％ 
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少しためらいがある  ２２％ 

絶対に接種したくない ３３％ 

分からない・無回答   １％ 

   

外政 

■ ＥＵ関連 

・８日，欧州委員会は，シェンゲン協定加盟国（ブル

ガリア，ルーマニア，クロアチア，キプロス含む）及

びシェンゲン関連国（アイスランド，リヒテンシュタ

イン，ノルウェー，スイス）に対し，ＥＵへの必須で

ない渡航に関する一時的制限を６月１５日までさらに

３０日間延長するよう要請したことを発表した。渡航

制限とそれを延長するための要請は，全てのシェンゲ

ン加盟国及び４つのシェンゲン関連国を含む合計３０

カ国に適用される。 

・１８日，ヨハニス大統領は，フォン・デア・ライエ

ン欧州委員会委員長と電話会談を行った。会談におい

てヨハニス大統領は，ＥＵの経済復興計画と、2021-27

多年度予算の修正へのルーマニアの支持を表明した他、

コロナウイルスの感染が拡大する中での，欧州の結束

を強調した。また，結束政策，共通農業政策の重要性

を訴えた。さらに，ＥＵレベルでの医療インフラ強化

の必要性についても協議された。 

・２７日、オルバン首相は、メルケル・独首相との電

話会談の中で、同日欧州委員会から，欧州レベルでの

景気回復努力への支援のため，また，２０２１－２０

２７多年度財政枠組みの改訂のために，７５００億ユ

ーロ規模の，次世代ＥＵの復興手段を構築するという

提案が出されたことについて、歓迎の意を表明した。

同復興計画へは，ルーマニア選出欧州議員らからも歓

迎・支持の意向が表明された。 

・２９日、アウレスク外務大臣は、ＥＵのビデオ外相

会議に出席し、ＥＵ中国関係，及びアジア太平洋地域

におけるＣＯＶＩＤ－１９のインパクトに関する議論

に参加した。 

 

■ 米国関連 

・２２日、アウレスク外務大臣は、ザッカーマン駐ル

ーマニア米大使と会談を行った。主な議題は，米のオ

ープンスカイズ条約離脱表明，COVID-19パンデミック，

モルドバ共和国情勢，査証免除プログラム，ルーマニ

アのＯＥＣＤ加盟，三海協力イニシアティブ、これら

に係る両国間協力等。また、外務大臣は，前日に発表

された米国のオープンスカイズ条約脱退に理解を示し

た。 

 

■ 英国関連 

・５日，欧州人権裁判所が，キョヴェシ前ＤＮＡ長官

（現欧州検察庁長官）がルーマニア政府を相手に起こ

していた訴えを認めた判決（内政項参照）について，

ＤＮＡ設立１５周年記念行事にてノーブル駐ルーマニ

ア英国大使は，ルーマニアは東欧においてハイレベル

の腐敗撲滅に向けた最も勇気ある国のひとつである，

本件は，ルーマニアに限らず同様の問題に直面する全

ての国において，腐敗との闘いに関わる者全てにとっ

て，参照とすべきことで有り続けるであろうと述べた。 

 

■ 周辺国関連 

【ハンガリー外務大臣の来訪】 

・２６日，シーヤールトー・ハンガリー外務貿易大臣

がルーマニアを訪問し，アウレスク外務大臣及びフノ

ール・ハンガリー人民主同盟（ＵＤＭＲ）党首のそれ

ぞれと会談を行った。この訪問は、ハンガリー側のイ

ニシアティブで実現されたもの。会談後，アウレスク

外務大臣は，ルーマニア・ハンガリー関係には信頼と

相互に対する敬意の風土を回復する必要があり，慎み

と思慮分別を求める，と述べた。また，対立を乗り越

える必要性につき言及した。シーヤールトー大臣は、

良好な関係には双方からの努力が必要と述べ，アウレ

スク外務大臣にハンガリーへの公式訪問を提案した，

と述べた。 

 また，シーヤールトー大臣は，クルージュナポカに

おいて，フノールＵＤＭＲ党首と会談を行い，ハンガ

リーがルーマニア国内の選挙に際しての懸案事項とな

らないことを期待する，と述べた。フノール党首は、

トリアノン条約に言及し、未来への展望と相互尊重の

必要性につき述べた。 

【モルドバ共和国関係】 
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・２３日，キク・モルドバ共和国首相は，Facebook上

で，ルーマニア出身の欧州議員やルーマニアの

COVID-19 対策を批判する発言を行った。これに対し，

ルーマニア外務省は，声明を発表し，「キク・モルド

バ共和国首相のコメントは，全く受け入れ難いもので

ある。その内容について全く同意できない。ルーマニ

アは，COVID-19の関係でモルドバ共和国に対し重要な

支援を行い、困難にあるモルドバ共和国国民に対して

連帯を表明してきた。キク首相のコメントは，ルーマ

ニアへの敬意を著しく欠くものであり，モルドバ共和

国のＥＵ統合のための両国の戦略的パートナーシップ

を傷つけるものである。」と抗議した。 

・２８日，ルーマニア外務省は，モルドバ共和国との

戦略的パートナーシップ関係１０周年に際し声明を発

表し，同国の欧州への道において，引き続き民主主義

的な改革が不可欠であり，ルーマニアの支援は同国へ

の財政支援も含め条件付きである，と述べた。 

【コロナウイルス関連】 

・１５日，アウレスク外務大臣は，中欧イニシアティ

ブ（the Central European Initiative）の特別サミッ

トに出席し，新型コロナウイルス感染症拡大に係る，

イタリア及びモルドバ共和国へのルーマニアからの支

援につき述べた。本サミットは，世界保健機関（ＷＨ

Ｏ）との協力で開催され，中欧諸国における，COVID-19

への対応策や，地域的及び欧州，ＥＵレベルでの対応

状況について協議された。 

・１９日，ブルガリア，ギリシャ，セルビアとの非公

式四カ国間首脳会合が開催され，オルバン首相と関係

閣僚５名が出席した。隣国同士の往来活性化を目指し、

今後の渡航規制措置緩和につき協議が行われた。オル

バン首相は，他三カ国に比べルーマニアは COVID-19

の感染が依然として拡大していることも踏まえ，６月

１日から他三カ国と同様に国境を開放することは対応

困難であると述べた。本非公式協議が開催された四カ

国間会合は，主に経済的な協力を目ざして２０１７年

に設立されたもの。 

【その他】 

・１２日，アウレスク外務大臣は，オンライン上で開

催された第5回三海協力イニシアチブ・サミットの準

備会合に出席。サミットは，１０月にエストニアを議

長国として開催予定。 

 

■ 中国関係 

・７日、保健省傘下の国営企業Unifarm社は、中国Daddy 

Baby 社製の１２０万枚のＦＦＰ２マスクを入札無し

で調達して国内１１３の病院に配布していたことを認

めたと報じられた。Daddy Baby社は紙おむつを生産す

る企業。同社のマスクはＦＦＰ２マスクとしての基準

を満たさず、外科用マスクより防御性が低く危険なこ

とから、ＥＵでは禁じられていた。その後マスクはほ

ぼすべて回収された。 

・８日，Jiang Yu駐ルーマニア中国大使は，新型コロ

ナウイルスを巡る中国とルーマニアの協力について，

「China Daily」紙に寄稿した。この中で同大使は、中

国政府がルーマニアの医療用品の調達に協力した他，

新型コロナウイルス予防や制御に関する中国の知見を

共有するためのビデオ会議を４回にわたり開催し，ル

ーマニアの保健省，内務省の１００人以上の専門家の

他，２０の地方自治体や３０の病院が参加した、と述

べた。 

・１２日，ルーマニア中国人連盟，ルーマニア青田県

中国人会，ルーマニア福建省協会，ルーマニア瑞安市

協会，ルーマニア台州市商工会，在外中国人会，中国

ルーマニアLoving Care Charity Group他の様々な団

体が，共同で，スチャヴァ県，マラムレシュ県，ビホ

ール県，バカウ県，アルジェシュ県，カラシュ・セヴ

ェリン県，ティミシュ県，コンスタンツァ県，ハルギ

タ県等１０以上の県や町に，マスクの寄贈を行った。 

 

■ 軍事・安全保障関係 

・８日，ペトレスク統合参謀長は，グラツィアーノＥ

Ｕ軍事委員会議長と電話会談を行った。主要な議題は，

ルーマニアにおける新型コロナウイルス対策とルーマ

ニア軍の予防施策について。 

・８日，ペトレスク統合参謀長は，ピーチＮＡＴＯ軍

事委員長と電話会談を行った。 

・８日，アウレスク外務大臣は，国連安全保障理事会

ハイレベル・オンライン会合に出席した。この会合は，
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欧州における第二次世界大戦終戦７５周年を記念した

もので，レインサル・エストニア外務大臣の議長の下

開催された。アウレスク大臣は，同大戦におけるルー

マニア軍の，対ナチス政権の連合国軍勝利への軍事的

貢献と，欧州大陸全土における市民の苦しい闘いを終

わりに導いた功績を強調した。その他，同大臣は，国

連設立７５周年に言及し，引き続きグローバルな多国

間主義の枠組みと，国際法を遵守する重要性について

述べた。 

・１２日，チウカ国防大臣は，オンラインで開催され

た，ＥＵ外務大臣非公式理事会防衛会合に出席した。 

・１３日，チウカ国防大臣は，米国のエスパー国防長

官と電話会談を行い，新型コロナウイルス感染の状況

を踏まえた国際的な安全保障環境や黒海地域情勢につ

いて，意見交換を行った。 

・１５日，オルバン首相，チウカ国防大臣等閣僚は，

「Mecanica Cugir」社（アルバ県のスチール加工会社）

を訪問した。その際の会見で，チウカ国防大臣は，ル

ーマニアの国防予算のより多くの割合が，国内産業に

投資されるべきであると述べた。 

・２５日，医師，看護師，CBRNE（シーバーン）専門家

からなるルーマニア軍の１５人のチームが，新型コロ

ナウイルス対策支援のため，米国アラバマ州に派遣さ

れた。出発式にはオルバン首相、チウカ国防大臣、ザ

ッカーマン駐ルーマニア米国大使も出席した。 

・２７日，国防最高評議会（ＣＳＡＴ）がビデオ形式

で実施され，２０２０－２０２４年ルーマニア国防戦

略が承認された。ＣＳＡＴ後に会見を行ったヨハニス

大統領によれば，右戦略は，国防だけでなく，外交，

公安秩序，教育，保健，経済，環境，エネルギー安全

保障，サイバー安全保障にも及ぶもの。２９日チウカ

国防大臣は，これら全ての分野が国家的レベルで市民

の安全を確保する強固なものとするために，全ての国

家機構が右戦略に定められた行動計画を実施すること

が求められる，と述べた。 

・２９日，２機の米軍のＢ－１Ｂ戦略爆撃機が，ルー

マニアの領空に於いて初めてとなるルーマニア空軍と

の合同演習を行った。 

・２９日，国防省は，国連平和維持要員国際デーに際

し，ルーマニアは国連の平和維持活動に向けた努力へ

の支持を続けてきており，今後も引き続き国連ミッシ

ョンへの重要な貢献者として支持していくというメッ

セージを表明した。 

 

経済 

■ 新型コロナウイルス関連（経済政策等） 

（１）労働・社会政策関連 

・６日，憲法裁判所，銀行ローンの支払い延期に関す

る法律及び公共料金支払い一時停止に関する法律は違

憲との判断を下す。両法律は、ＰＳＤが多数を占める

派閥により推進され、４月に議会で承認されていたが、

ＰＮＬが憲法裁判所に提訴していたもの。 

・２０日，オルバン首相，ルーマニアは，ＥＵの融資・

保障メカニズムであるＳＵＲＥプログラム（新型コロ

ナウイルス感染症により被害を受けた企業や被雇用者

を支援するプログラム）により，３０億～５０億ユー

ロの支援を受ける予定であると述べた。また、２１日，

ダンカ首相府官房長官は，ルーマニアがＥＵ加盟国と

してＳＵＲＥプログラムに参加することを可能とする

ため，緊急政令によって，公的債務に関する法的枠組

みを修正したと述べた。 

・２１日、ボロシュ欧州基金大臣は政府会合で、衛生

用品セット及び食料品セットを弱者に配布する制度を

規定する緊急政令を承認予定であり、６月４日に衛生

用品、１５日に食料品の配布を開始予定と述べた。こ

れにより、約１１８万８千人が恩恵を受ける。 

・２０日，オルバン首相は，求職者を雇用する企業に

対し，最大給与（グロス）の３０％を助成する予定で

ある旨とともに，引き続き制限が課される分野につい

ては，６月１日以降も一時帰休手当の支給を継続し，

制限緩和により活動が再開される分野については，一

時帰休手当に代わる積極的な措置（給与の一部助成）

を実施予定であると述べた。さらに２９日付労働・社

会保障省のプレスリリースによると、政府は、一時停

止されていた労働契約再開の場合、当該労働者の月給

（グロス）の４１．５％を３か月間雇用者に支給する。 

・２２日，クツ財務大臣は，９月１日からの年金増額

は，その全てを，経済発展関連の歳出で賄うことはで
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きない，ルーマニアの社会福祉状況を考慮の上で増額

率を決定する，現在年金に関する複数のシナリオを協

議中である旨等述べた。また２８日，オルバン首相は，

年金は増額するが，今年上半期の経済及び予算に関す

る報告及び今後の経済予測（国及び欧州委員会，世界

銀行）が出そろった後に然るべく決定する旨述べた。 

（２）インフラ関連 

・４日，オルバン首相，会見で，政府は国家再建プロ

ジェクトの下，あらゆるタイプのインフラ（運輸，エ 

ネルギー，医療，学校，通信等）に対する公共投資の 

ため，最長２年間，ＧＤＰの６％超を投じる意向であ

ると述べる。 

・５日，ヨハニス大統領は，ビジネス関係者と間で経

済再建措置につき協議。その後の会見で，同大統領は，

新型コロナウイルス感染症危機後の経済復興計画の目

的の一つは，あらゆるタイプのインフラに対する公共

投資の大幅な増額である旨，緊急事態解除後，政府は，

一時帰休者への支援継続とともに，柔軟な勤務オプシ

ョンに関する新たな措置導入予定である旨等述べた。 

・１５日、オルバン首相、トゥルカン副首相及びボデ

運輸大臣とともにシビウ‐ピテシュ間ハイウェイ第一

区間建設サイト視察を行った際、政府は交通インフラ

開発への大規模投資を行う予定であると述べた。また、

ボデ大臣も、２０２０年がインフラ建設の年となるこ

とを期待しており、既存工事の加速化とともに新規事

業にも取り組み始めている旨等述べた。 

（３）中小企業支援関連 

・４月３０日，ボロシュ欧州基金大臣は、中小企業支

援のため、１０億ユーロの景気刺激策を導入予定と述

べる。同刺激策はＥＵ予算で賄われ、運転資金支援、

消費者バウチャー、一時帰休費用の半額負担、投資支

援（一社最大８０万ユーロ）が含まれる。 

・１２日，オルバン首相は，中小企業向け支援（IMM 

Invest）同様、大・中規模企業向け支援についても検

討中であると述べるとともに、国家補助をルーマニア

への新規参入者等によるグリーンフィールド投資に使

用したいと述べた。また、ルーマニア経済復興の第一

の柱は運輸、エネルギーインフラ、医療、教育、通信、

農業分野への公共投資であると述べるとともに，国内

生産の競争力維持への支援を重視している等述べた。 

・１４日付報道によると、ポペスク経済大臣、ルーマ

ニア国家中小民間企業評議会主催テレビ会議で、経済

省レベルでの中小企業向け支援プログラムを６月下旬

に開始予定である、欧州委員会と交渉の結果、中小企

業支援向けに１０億ユーロを獲得したと述べた。 

・１９日、ナンク国家中小企業信用保証基金事務局長

は、これまでに、IMM Investプログラムに対し、約５

万８千社の中小企業が申請を行い、約５千件が銀行か

らの承認を得たと述べた。 

（４）その他 

・４日，ボロシュ欧州基金大臣，新型コロナウイルス

の現場対応に当たる医療従事者７万５千人への奨励金

支払いのため１億２千万ユーロの予算を割り当てるが，

要すれば増額する旨発言。 

・８日, ヨハニス大統領は，オルバン首相，クツ財務

大臣，イサレスク中央銀行総裁との経済情勢に関する

協議後，プレスリリースで，当初予測より高い財政赤

字となるのは確実だが，我々が望むのは追加的な緊縮

財政措置ではなく赤字補填のための適切な資金である、

経済活性化のため首尾一貫した措置が必要と述べた。 

・１８日、クツ財務大臣は、テレビで、高報酬な企業

に対し財政的なインセンティブを準備中であるとした

上で、小売業で約１万人が必要とされている等の事情

があり、海外から帰国したルーマニア人を国内にとど

める策を探していると述べた。 

・２１日，ポペスク経済大臣，政府会合終了後，政府

は，エネルギーの大量消費者を支援するための緊急政

令を承認した，これは，１５の業種への支援を認めて

いる政令第８１号に対する修正である，と述べた。 

・２５日付報道によると，経済省は同省facebookで，

新型コロナウイルス感染症で被害を受けた企業に対し

１０億ユーロ相当の助成金支給の可能性を検討中であ

ることを明らかにした。 

・２９日、オルバン首相は、ボデ運輸大臣、チウカ国

防大臣、ポペスク経済大臣とともに、トゥルグ・ムレ

シュ-ウンゲニ間ハイウェイ第一ロットの履行契約署

名式に出席し、ムレシュ県での会見で、政府は、消費

促進に基づく「人為的な」経済成長から、公共及び民
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間投資に基づく経済成長への移行により、ルーマニア

の発展ビジョンを変える意向であると述べた。 

 

■ 新型コロナウイルス関連（経済情勢等） 

（１）労働・社会政策関連 

・労働・社会保障省のデータによると，緊急事態宣言

発令（３月１６日）以降５月２８日までに，雇用契約

終了429，585件（内、小売業：76,543、二輪・四輪車

修理業：75,848、製造業：、建設業：64,573）、雇用契

約一時停止595,672件（内、加工業：167,073、ホテル・

レストラン業：99,182、小売業、二輪・四輪修理業：

93,814）を記録。 

・１１日，アレクサンドゥル労働・社会保障大臣，議

会特別委員会でのヒアリングにおいて，新型コロナウ

イルス感染症危機の期間中、３万４千人のルーマニア

人が労働目的で出国、３万人が航空機又は列車、４千

人が車での出国であったと述べたるとともに、独労働

省に対し、同国でのルーマニア人の労働環境に関する

調査を依頼した旨等述べた。 

・１８，１９日、アレクサンドゥル労働・社会保障大

臣は、独のルーマニア人季節労働者の状況視察及び独

政府関係者との協議のため、独を訪問した。２０日，

労働・社会保障省は，アレクサンドゥル大臣とハイル

独労働大臣が，労働市場及び社会政策分野における協

力強化に関する共同声明に署名したと発表した。 

（２）経済見通し 

・５日，クツ財務大臣は，ルーマニア経済はＶ字型回

復（第２四半期に感染拡大の影響が最も現れるが，第

３四半期には復調）を遂げるだろう，大量失業は発生

しておらず，金融市場も楽観視している旨等述べた。 

・６日，欧州委員会は２０２０年春の経済見通しを公

表。新型コロナウイルス感染症パンデミックにより欧

州経済は深刻な景気後退に陥る見込みとした。ルーマ

ニアについての主な予測は，経済成長率：▲６％（2020

年）、４．２％（2021年），インフレ率：２．５％（同），

３．１％（同）、失業率：６．５％（同）、５．４％（同）、

財政赤字（対ＧＤＰ比）：９．２％（同）、１１．４％

（同）。 

・６日，オルバン首相，欧州委員会の今年のルーマニ

アの財政赤字予測（９．２％）につき、会見で，政府

の予測は６．７％であると改めて発言。同数字は予算

修正時に、種々の経済刺激策がＧＤＰ比３％分になる

との見込みも含めて見積もられた、誰が正しかったか

は時間が証明するだろうと述べた。また、タナセ首相

府次官は，政府は経済復興のための包括的プログラム

（公共投資や民間企業支援策含む）を準備中であり、

自動車、ＩＴ、建設、農業等から支援を開始し、イン

フラ事業にも引き続き注意を払う（シビウ・ピテシュ

間ハイウェイ、ブカレスト環状高速道路、コンスタン

ツァ港、オトペニ空港等）と発言。 

・８日付報道によると，UniCredit 銀行、今年のルー

マニアの経済成長率は▲９％、財政赤字は少なくとも

ＧＤＰ比６％と予測。 

・１３日，欧州復興開発銀行（ＥＢＲＤ）は、ルーマ

ニアの今年の経済成長予測を下方修正した。昨年１１

月、同行は３．２％との予測を発表していたが、今次

▲４％に修正した。 

・１５日、クツ財務大臣は、テレビにて、４，５月は

試練の時期だが、経済の再開及び財政・金融政策のさ

らなる緩和が必要である、なぜなら、今年の経済の更

なる落ち込みを回避すべく、強力な６月が必要である

ためである、と述べた。また、クツ大臣は、今年第１

四半期の経済成長率において、ＥＵ内でルーマニアが

最も高い数字を記録した（１５日公表のユーロスタッ

ト）ことについても言及した。 

・１５日の国家統計局発表によると、今年第１四半期

の経済成長率は前期比０．３％を記録。同発表後、ド

ミトル・ラファイゼン銀行チーフ・エコノミストは、

「Ｖ字型回復を果たすと思われるが、問題はどのくら

いの深さのＶ字となるかである、第３四半期には回復

に向かうことを期待するが、５～６％のマイナス成長

となる可能性も否定できない。」旨コメント。 

・２４日付報道によると、財務省は２０２０年収れん

プログラム（Convergence Programme）を発表。同プロ

ラムによると，今年の主な見通し以下のとおり。 

① 第２四半期の経済活動は１４．４％（特に、製造

業、自動車産業等への影響大）の大幅な下落を示

すも，冬にウイルスの第二波が来なければ，Ｖ字
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型回復により第４四半期には景気回復見込み。 

② 内需及び輸出の落ち込みにより、今年の経済成長

率はマイナス１．９％の見込み 

③ 外国市場が復活を遂げ、政府の再開措置（中小企

業に有利な融資措置等）等により経済回復の可能

性が生まれれば、第３四半期には望ましいマクロ

経済状況がみられる見込み。 

④ 年末時点での債務の対ＧＤＰ比は４０．９％（前

年同期３５．２％）となる見込み、等。 

（３）その他 

・４日，オルバン首相は，会見で，２月２３日以降，

１２７万９千人のルーマニア人が帰国済み，３０～３

５万人が国内で求職の見込みと述べた。５日，クツ財

務大臣は，会見で，政府が消費よりも投資に資金を投

じる目的は，帰国したルーマニア人を国内で就職させ，

海外流出を防ぐためであると発言。また、２５日付報

道によると、クツ財務大臣は、この危機後、経済は幾

分異なって見えるであろう、多くの企業は技術やＩＴ

に投資するだろう、政府にとっての試練は、海外から

帰国した約１００万人のルーマニア人を国内にとどめ

るために雇用を創出することである、と述べるととも

に、起業家支援のために優遇税制も検討中と述べた。 

・５日，クツ財務大臣は，国際金融機関（ＩＭＦ、世

銀等）からの融資も選択肢だが，条件付き融資にはア

クセスしない，現在政府は国内市場で低金利で資金調

達を行っている旨述べた。また，２７日，同大臣は，

新型コロナウイルス感染拡大の中，我々は国際市場か

ら，魅力的なコストで，３３億ユーロの融資を受ける

ことを選択した，国際機関の支援を求めることなく，

ＧＤＰの約７％の財政赤字の資金調達を行うことは，

ルーマニアにとって初めてである，と述べた。 

・８日，クツ財務大臣はテレビで，４月の数字は想定

以上に良好であり歳入は昨年よりも多かった，現政権

は昨年のＰＳＤ政権下よりも１％低い金利で融資を受

けることができている、年金については２，３のシナ

リオを検討中，今年のルーマニア経済は落ち込むもの

の力強い回復を遂げるだろう，ただし大幅な歳出増に

は注意を要する，今年半ばに歳出を再度検証し，国民

及び公共財政にとり最善の決定を行う予定である旨等

述べた。 

・１８日付報道によると、イサレスク中央銀行総裁、

当面の同行の目標は、比較的安定的な為替レートの維

持及び段階的かつ持続可能的な金利削減の下、国の歳

出及び実体経済への資金調達の流動性を確保すること

にあると述べた。 

・２２日，オルバン首相，クツ財務大臣，ダンカ首相

府官房長官は，ルーマニア銀行協会代表者と会合を行

い，中小企業向け投資プログラム，銀行ローン支払い

延期，経済復興計画等につき協議を行った。クツ財務

大臣によると，現時点で１５万２千人の銀行顧客が，

分割払いの延長に関する政令第３７号の恩恵を受けて

おり，分割払いが最大９ヶ月間延長されたのは合計約

３３億レイに上る。 

・２７日，クツ財務大臣は，財政措置の予算効果がわ

ずか２か月半でＧＤＰの約１．５％という形で現れて

いる、これは、同期間中におけるルーマニアの経済環

境を支援するための多大な努力の結果であると述べた。

同大臣は、これまで政府は、緊急事態期間中の財政措

置とともに同期間終了後も有効な措置を講じてきた、

それらは，企業にとって酸素のバブルであり，ＧＤＰ

の約１．５％に相当する、これら措置の中には，強制

執行の一時停止，国への支払い義務の延長等が含まれ

る、と述べた。 

 

■ 新型コロナウイルス関連（企業活動関連） 

（１）自動車関連 

・７日，オルバン首相，フォードのクライオバ工場訪

問後、同社との間で、フォード、自動車産業のみなら

ず経済全体を支援する措置につき協議したと述べると

ともに、政府の最重要課題は、新型コロナウイルス感

染症のピーク到達後、経済を支援し、感染拡大前のレ

ベルに早急に戻すことであると述べた。 

・７日，オルバン首相，ダチアのミオベニ工場訪問後

の会見で，ダチアはＧＤＰの３％、自動車分野全体で

はＧＤＰの約１０％、ルーマニアの輸出全体の１４％

超を占めており、ルーマニア経済にとり重要であると

述べた上で、政府は同社と協力し、自動車分野への最

善の支援策を確立できると確信する旨述べるとともに、
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大企業支援策を準備中、労働法改正による柔軟な労働

時間導入を始め様々な重要な経済措置を検討中である

旨等述べた。 

・８日付報道によると，ポノラン・ブリジストン・ル

ーマニア社ジェネラル・マネジャーは，トラック・タ

イヤの需要につき，４月に最大の落ち込みを見せるも，

第３四半期には正常に戻り，年間需要は２０１８年レ

ベル程度となる見込みと述べた。 

（２）その他 

・１日，ダミアンTerapiaクルージュ社（製薬会社）

社長，テレビで、今夏、同社の日本関連企業を通じて、

日本よりファビピラビル（アビガン）を輸入予定であ

ると述べる。 

・国家商業登記所のデータによると，今年第一四半期

の新規外資企業設立件数は昨年同期比１９．７％減の

１，２０１件。３月３１日時点で、投資件数最多は伊

（４９，０７９件）、投資額最多は蘭（約１２７億米ド

ル，５，５５６件）また、１０日付報道に掲載の国家

商業登記所のデータによると，今年第一四半期に活動

一時停止となった企業数は昨年同期比７２．２８％減，

地域別ではブカレストが最多（１８７３社），次いでコ

ンスタンツァ県（６１５社），クルージュ県（５７１社），

ティミシュ県（５４７社）であった。 

 

■ インフラ・エネルギー関連 

・Ziarul Financiar紙が収集したデータによると、現

在進行中の１０のルーマニアの大型道路建設サイト

（ハイウェイ除く）は、約５億４千万レイの投資を必

要とする。ルーマニアには、約７０の主要インフラ建

設サイト（ハイウェイ除く）が存在するが、そのうち、

現在進行中なのはわずか１１。進行中案件のうち最大

はヤシ・スチャヴァ間の戦略的道路ネットワークによ

るルーマニア北東部の開発を伴うものであり、約２億

９百万レイ。 

・２８日付報道によると、ルーマニア政府は，ヌクリ

アエレクトリカ社に対し，チェルナヴォダ原子力発電

所の２基（三号基，四号基）の原子炉建設のための

China General Nuclear Power Corporation との予備

契約を終了し，他の投資家を探すよう正式に要請した。

同社の８２．５％の株式を所有する政府は，６月１２

日の株主総会の議題を修正し，中国投資家とのＭＯＵ

及び予備契約の放棄するとともに、新たな原子炉建設

に関する戦略を模索する予定。 

 

■ 環境関連 

・４月３０日，アレクセ環境・水利・森林大臣，会見

で、欧州司法裁判所は、ブカレストでの大気汚染規制

値違反（ＰＭ１０）に関し，ルーマニアに有罪判決を

下したと述べた。 

・５月１５日、持続可能な森林管理に関する法律が発

布、同日官報に掲載された。これにより、ＥＵ域外へ

の丸太（樹皮の有無問わず）の輸出が２０２１年１月

１日から１０年間禁止される。 

 

■ 公共政策 

・欧州基金省は，２０２０年４月３０日時点での欧州

基金（２０１４～２０２０年）執行率を４０％（約１

２０億９，１６６万ユーロ）と発表。ＥＵ２８か国平

均（４４％）を下回った。(欧州基金省) 

 

■ 財政政策 

・財務省は，２０２０年４月末のルーマニアの財政赤

字を約２６８億２，０３０万レイ（対ＧＤＰ比２．４

８％）と発表。（前年同期は約１１４憶１，１４０万レ

イ（対ＧＤＰ比１．１１％））。同省によると，その半

分は，新型コロナウイルス感染症の影響によるもの。

昨年同期に比べ赤字が増大しているのは，企業に対す

る支援実施，付加価値税還付等により，３，４月の予

算収入は好ましくない傾向がみられたこと，支出面で

は，投資支出が３１億５千万レイ増加し，ウイルス流

行により例外的な支出が約１２億レイに達したこと等

による。 

 

■ 金融等 

・４日，４月末の外貨準備高は３３１億５，６００万

ユーロ（３月末の３４１億２，３００万ユーロから増

加），金準備高は１０３．６トンで不変。(ＢＮＲ) 

・１４日，２０２０年３月末の経常収支等について次
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のとおり発表。 

（１） 経常収支は１３億６，５００万ユーロの赤字。

（前年同期：１１億２，０００万ユーロの赤字）。 

（２）外国直接投資 (ＦＤＩ) は，５億５，１００万

ユーロ。（前年同期：１２億３，５００万ユーロ）。 

（３）中長期対外債務は，２０１９年末から１．７％ 

増加し，７４８億６，７００万ユーロ (対外債務全体

の７０．５％) 。 

（４）短期対外債務は，２０１９年末から２．７％減

少し，３１３億５，５００万ユーロ (対外債務全体の

２９．５％)。(ＢＮＲ) 

・２９日，政策金利を年率２．００％から １．７５％

に引き下げることを決定。中銀貸出金利は２． ５０％

から２．２５％に引き下げ，中銀預入金利は１． ５０％

から１．２５％に引き下げることを決定。(ＢＮＲ) 

 

■ 労働・年金問題等 

・１２日，２０２０年３月の平均給与(グロス)は，５，

３８６レイ(約１，１２２ユーロ)で，対前月比で１４

３レイ（＋２．７％））増加し，平均給与(手取り) は

３，２９４レイ (約６８６ユーロ) で，対前月比で９

２レイ（＋２．９％）増加した。なお，平均給与(手取

り)が最も高かった業種は，プログラミング，コンサル

ティング及び関連活動分野（８，２８９レイ，約１，

７２６ユーロ)で，反対に最も低かったのはHORECA分

野(１，６０５レイ，約３３４ユーロ)である。 (為替

レート：１ユーロ＝４．８レイ)(ＩＮＳ) 

 

■ 格付（２０２０年６月１２日付） 

Fitch  外貨建長期(国債) ＢＢＢ－ (ネガティブ） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ  (ネガティブ) 

Ｓ＆Ｐ 外貨建長期    ＢＢＢ－（安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ－（安定的） 

ＪＣＲ 外貨建長期    ＢＢＢ  (安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ+ （安定的） 

（内はアウトルック） 

 

■ マクロ経済 

（特に記載のない限り，対前年比又は前年同期比，季

節調整後，出典は国家統計局ＩＮＳ） 

 

【３月分統計】 

（１）鉱工業 

 ２月 ３月 

工業生産高  ▲２．６％ ▲４．５％ 

工業売上高(名目)  ２．６％ ▲８．３％ 

工業製品物価指数 ２．９％ ０．７％ 

新規工業受注高(名目) ５．４％ ▲３．６％ 

 

（２）販売 

 ２月 ３月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除

く)  

１０．５％ ４．１％ 

自動車・バイク売上高 ４．７％ ▲４．６％ 

小売業売上高 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

３．０% 

EU２７か国 

３．２％ 

ユーロ圏 

▲９．２％ 

EU２７か国 

▲８．２％ 

３月の小売業売上高（ユーロスタット）対前年同月比で

は，ハンガリー (＋３．５%)が最も増加し，次いでルー

マニア (＋３．１％)及アイルランド（＋３．０％）。 

 

（３）その他 

建設工事 ２月  ３月 

２４．９％ ２６．１％ 

 

（４）輸出入 

輸

出 

２月 ３月 

€５９億４,１３０万 

（０．８％) 

€５４億３，９９０万 

（－２．６％) 

RON２８４億１,０４０万 

(１．５％） 

RON２６１億８，１４０万 

(－０．２%） 

輸

入 

€７２億２，３５０万 

（２．５％) 

€７２億９，５００万 

（－１．８％) 

RON３４５億４,１４０万 

(３．２％） 

RON３５１億２，７３０万 

(－０．５％） 
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【１～３月分統計】 

（１）鉱工業 

 ２月 ３月 

工業生産高  ▲２．６％ ▲６．４％ 

工業売上高(名目)  ４．３％ ▲０．１％ 

新規工業受注高(名目) ４．６％ １．８％ 

 

（２）販売 

 ２月 ３月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除

く)  

１０．１％ ７．５％ 

自動車・バイク売上高 ４．４％ ▲２．２％ 

 

（３）その他 

建設工事 ２月  ３月 

３５．０％ ３２．３％ 

 

（４）輸出入 

輸

出 

２月 ３月 

€１１６億３，４３０万 

（２．０％) 

€１７０億７，１４０万 

（‐２．６％) 

RON５５６億１,２６０万 

(３．３％） 

RON８１７億８，０８０万 

(‐１．５%） 

輸

入 

€１４２億３，１４０万 

（２．９％) 

€２１５億２，６５０万 

（１．３％) 

RON６８０億２，６２０万 

(４．２％） 

RON１,０３１億５,３９０万 

(２．５％） 

貿

易 

収

支 

▲€２５億９,７１０万 ▲€４４億５，５１０万 

 

▲RON１２４億１，３６０万 ▲RON２１３億７，３１０万 

  

【４月分統計】 

・消費者物価指数  

 ３月 ４月 

全体 ３．０５％ ２．６８％ 

食料品価格 ５．１１％ ５．７２％ 

非食料品価格 １．３９％ ０．５３％ 

サービス価格 ３．８０％ ３．０６％ 

消費者物価指数 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

０．７％ 

EU２８か国 

１．２％ 

ユーロ圏 

０．３％ 

EU２８か国 

０．７％ 

 

【その他統計】 

・１５日，国家統計局の発表によると、２０２０年第

１四半期の経済成長率（速報値）は前年同期比２．４％

（季節調整前）、２．７％（調整後）、２０１９年第

４四半期に比べ０．３％であった。 

・１５日、ユーロスタットの発表の速報値によると、

今年第１四半期、昨年同期比で、ルーマニアはＥＵ２

７か国中最も高い経済成長を遂げた。ユーロ圏は３．

２％減、ＥＵは２．６％減であった。ＥＵ内で最高は

ルーマニア（２．７％）、リトアニア（２．５％）、

ブルガリア（２．４％）、最低は仏（５．４％減）、

伊（４．８％減）、西及びスロバキア（共に４．１％

減）であった。 

・１３日，２０２０年４月のインフレ率は２．７％であ

ったと発表された。統一消費者物価指数（HICP）に基づ

く年率は２．３％であった。（ＩＮＳ） 

・２０日，EU27 か国の４月末のインフレ率は０．７％

（前年同期１．９％）であった。EU27 か国で最高はチ

ェコ（３．３％）。ルーマニアは２．３％。（ユーロスタ

ット) 

 

 

 

 

 


